
特別報告

前を向く社会医学～次代への胎動
「心と 1 次予防の視点から」

小橋　元 1）

�
要旨

生活習慣病を含む多くの病気は，遺伝要因，環境要因，生活習慣要因が相互作用して発症する多
因子疾患である．環境要因や生活習慣の多くは学校や職場などの環境，周囲の人間関係，さらには
幼少期からの家庭環境や親子関係などの大きな影響を受ける．そしてその影響は胎児期，すなわち
母親の妊娠中から始まっている．

今後は胎児期や幼少期からの健康づくりのために，健康教育のみならず，健康に生活するために
必要な「社会生活全般の教育」を実践せねばならない．子ども達への教育は，特に専門性を要する
部分であり，乳幼児教育・教育についての研鑽，もしくはこれらの専門職との連携が非常に重要と
なる．また，子どもの将来の健康を守るためには，親あるいは親世代への教育，親になる以前の妊
娠前，さらには結婚前の思春期のうちからの教育が重要である．

健康のためには心の通った温かい「居場所」が必要であり，そのためには親子が温かい心を持て
るような公衆衛生の実践が必要である．今後は 1 次予防としての「心の通った日常生活の実践」と，
そのための「心の教育」こそ，今後の大きな課題と考えられる．
「子どもとその親あるいは親世代への『教育』」は，次世代の健康と幸せを守るために，社会全体

が取り組むべき喫緊の課題の一つである．今こそ公衆衛生の旗の下に，様々な分野の実践者・研究
者が，前を向いて集結し，連携・協働をしていく必要があるだろう．

（2018年 7 月，第59回日本社会医学会総会会長講演より）．
【社会医学研究2019；36（ 2 ）：25－34】
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1 ．はじめに

近年，超高齢社会を迎えた我が国には公衆衛生
の問題が山積している．一方で，疫学と分子生物
学が進歩した1990年代より疾病予防の概念が大き
く変化している．本稿では，我々の行ってきた研

究の一部を概観しながら，そこから見えてくる今
後の重要な公衆衛生の課題を提示する．

2 ．疾病に関わる遺伝要因と環境要因

生活習慣病をはじめとする多くの病気は，複数
の危険要因が絡み合って起こる多因子疾患である．
我々は1990年代前半に，心筋梗塞における危険要
因を明らかにするために症例対照研究を行い，「不
規則な食生活」「野菜不足」「喫煙」「過度の飲酒」「不
規則な睡眠」「健康リテラシーが低い」「高い仕事
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の要求度」「低い仕事の裁量度」「低い周囲からの
支援度」などが心筋梗塞の危険要因であることを
明らかにした 1 ）．これらは，現在までに示されてい
る様々な循環器疾患の危険要因やカラセックの提
唱した「職業性ストレスの 3 次元モデル」とも矛
盾しない．そして生まれる前から長期間にわたり
蓄積して，要因同志がお互いに相互作用しながら，
病気の基盤となっていく（図 1 ）．したがって，生
活習慣病を予防するには，性別や年齢，生まれつ
きの体質に配慮しながら，生活習慣はもちろんの
こと，周囲の環境や社会の状態を，公衆衛生の様々
な枠組みと予防医学の様々な場面において適切に
改善していくことが必要となる．

我々は同時期に，疾病の発症における遺伝・環
境交互作用を明らかにするために，以下の一連の
分子疫学研究も行った．それにより，妊娠高血圧
症候群（HDP）の症例対照研究で，遺伝子DNA
上 の 一 塩 基 置 換 多 型（SNPs：Single�Nucleotide�
Polymorphisms）であるアンジオテンシノーゲン

遺伝子（AGT）M235T多型 2 ），アンジオテンシ
ン Ⅱ 受 容 体 遺 伝 子（AT 1 ）A1166C多 型 3 ）， 一
酸化窒素合成酵素遺伝子（NOS 3 ）Glu298Asp多
型 4）がHDPの発症に関連することを見出した．ま
た，AGT�TT型，NOS 3 �GA+AA型，高血圧の家
族歴，妊娠前の肥満はそれぞれ独立にHDPに関連
し，プラスミノーゲンアクチベータ―インヒビター
1 （PAI- 1 ）の 4 G/ 4 G型はAGTに関連した病態
に，PiクラスグルタチオンS-トランスフェラーゼ

（GSTP 1 ）のIV+VV型と高齢妊娠はNOS 3 に関連
した病態に，それぞれ何らかの関与をしているこ
とも明らかにしてきた 5, 6）．

さらに，これらのSNPsとともに，臨床データ，
生活習慣・ストレスを同時に解析した結果，多変
量解析で「AGT�TT型」「妊娠前のBMI≧24」「高
血圧の家族歴」「妊娠中濃い味付けを好んだ」「妊
娠中の精神的ストレス」の 5 項目が独立な危険要
因として検出された．対象集団をAGT遺伝子型に
より 2 群に分けて多変量解析すると，AGT�TT型
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図 1 　「親と周囲が土台を作る」～人のライフコースにおける様々な健康関連要因
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の群には，「妊娠中の精神的ストレス」が強い危険
要因として検出され，それ以外の群では，「妊娠前
のBMI≧24」「NOS 3 �GA＋AA型」「高血圧の家族
歴」が検出された 7）．

これらの結果から，我々は，HDP発症前の生活
習慣・ストレスへの遺伝子型別保健指導によるテー
ラーメイド予防医学を提言してきた．しかし，妊
婦のストレスの効果的な制御方法の開発はもちろ
んのこと，若年や貧困などにより妊婦健診を受診
できない「特定妊婦」へのアプローチなどの課題
も残っている．

3 ． ホームレス調査から見えた「生活習慣病と社
会の関わり」

我々は，1990年代後半の我が国におけるホーム
レスの急増を受けて，1999年12月から2000年12月
に，当時の札幌市のホームレス集落の近くの公園
にテントを設営し，おにぎり，豚汁，缶詰，衣類
などの提供と同時に，希望者に対して医師による
健康相談，血圧測定，尿検査，福祉関係者による
面談，既往，現病歴，自覚症状，生活習慣などの
問診を行った． 7 回の健康相談会に訪れた60人の
ホームレスへの調査の結果から，自覚症状では「歯
が悪い」が40％，「肩こり，筋肉痛」が28％，「背中，
腰の痛み」が27％と多く，検査結果では高血圧が
53％，尿糖＋以上が26％であった．生活習慣では
1 日の食事回数は 2 回が42％であったが，肉や魚，
野菜の摂取頻度はともに一週間に 1 ～ 2 回が最も
多く，それぞれ37％，30％であった． 1 日の合計
睡眠時間は 2 ～ 5 時間が42％，日中の飲酒をよく
するものは13％，喫煙者は83％であった．

従来ホームレスにおいては結核，赤痢などの感
染症の問題が報告されていたが，この調査で高血
圧や糖尿病などの生活習慣病の罹患が多いことは
もちろん，それらは当然のことながらまったく治
療がされていないことも大きな問題として初めて
示唆された 8）．ホームレスにおいては喫煙者が多く，
栄養面では摂食が不規則でバランスが悪い上に，
睡眠不足でストレスも大きいことから，生活習慣

病のリスクが非常に高いことから，この結果は当
然と考えられたが，この話を聞いた当時の多くの
方は，「ホームレスに生活習慣病が多いはずはない．
なぜなら生活習慣病は贅沢な暮らしをして太った
人がなるものだから」という反応であった．

生活習慣病という概念が提唱された1990年代後
半から2000年代にかけて，生活習慣病には「贅沢
で怠惰な生活習慣で起こる，いわば『自己責任』」
による病気である」というようなイメージがあっ
た可能性がある．実際，生活習慣病を表す病気は，
米国では「慢性疾患」，英国では「生活習慣関連疾患」
であったが，ドイツでは「文明病」，スウエーデン
では「裕福病」という呼称が用いられていた 9）．我
が国においても，この頃の多くの患者向けの生活
習慣病教室では，「生活習慣病の予防は自己責任で
す」という言い方がされていたようである．

そこで，我々は，医療系学生を対象に「病名が
もつ自己責任のイメージ」についての調査を行っ
た．その結果，回答者の属性に関わらず，生活習
慣病の発症に占める自己責任の割合は平均77％と
認識されていた10）．同じ質問を多くの住民，さらに
は看護師，医師にも行ったが，どの集団で行って
も同様に，生活習慣病の発症に占める自己責任の
割合は約75％であった．極論であるが，この結果
から，当時の多くの医療職が心の底では，「病気に
なったのは半分以上が患者自身の自業自得なのだ」
と思いながら患者に向かっていたのではないかと
推察される．それは当時の世の中の流れが生んだ
大きな誤解とはいえ，大いに反省すべきことなの
ではないかと考えられる．

その後，2006年には，急性心筋梗塞や脳卒中な
どの血管性病変を発症するリスクを上げる内臓脂
肪型肥満の状態を早期発見し，予防するために「メ
タボリックシンドローム（通称：メタボ）」の病名
が設定され，2008年には厚生労働省が「特定健診・
特定保健指導」を開始，2015年には消費者庁が「機
能性表示食品」制度を開始するなど，健康に対す
る社会的な取り組みが次々と行われ，人々の意識
や行動も当時に比べて変化したと考えられる．

生活習慣病を含む多くの病気は，上述のように
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遺伝要因と環境要因，生活習慣要因が相互作用し
て発症する多因子疾患である．生活習慣だけをみ
ても，自分がいる学校や職場などの環境，周囲の
人間関係，さらには幼少期からの家庭環境や親子
関係などの大きな影響を受ける（図 1 ）．たとえば，
労働の場においては，仕事の要求度，仕事の裁量度，
周囲からの支援度などは自分自身ではなかなかコ
ントロールできないなど，自分だけの努力で改善
できる生活習慣にはどうしても限界がある．また，
日本では社会通念的に，まだまだ労働者自身に健
康管理をする権限が少なく，周囲に配慮してなか
なか自分自身のペースで休養をとることができな
いという事情もある．さらに，最近はインターネッ
トの発達などにより，健康関連情報が容易に入手
可能となったが，反面それらは玉石混交であり，
情報利用者側の内容吟味能力の有無でその情報は
薬にも毒にもなりうるといった問題もある．した
がって，生活習慣病は，その多くが「自己責任に
よるものではない」と言わざるを得ない．

近年は，健康の社会的決定要因としてソーシャ
ルキャピタルが注目されているが，これらも含め
て，私たちの健康には，社会の意識や努力はもち
ろんであるが，最終的には社会を構成する個人個
人が「みんなで健康になりたい」という心からの
強い気持ちを持てるかどうかが関わっているのか
もしれない．

4 ．これからの生活習慣病予防対策の方向性と課題

多くの生活習慣病は中高年において発症するが，
当時はその危険要因に対する教育が若年期にどの
程度行われていたのかが，そもそも疑問であった．
そこで，我々は，2000年当時の大学生が小学校，
中学校，高校時代にどの程度の健康教育を受けて
きたのかを調査した．その結果，保健体育の教科
書に書いてあったはずの「やせすぎの予防」「心の
健康（メンタルヘルス）」「職場での健康づくり」「加
齢に伴う身体の変化」「社会のあり方と健康」に関
する項目については，1990年代の小学校，中学校，
高校の授業等ではほとんど教えられていなかった

ということが明らかになった11）．
ここで興味深いことは，1990年代には教えられ

ていなかったこれらの項目はすべて，2000年代か
ら2010年代にかけての公衆衛生の主要な課題と
なっているということである．私たちはここで今
一度，将来の公衆衛生の課題を考えるためにも，
現在の健康教育において抜け落ちていたり，ない
がしろにされていることはないかを，慎重に見直
してみる必要があろう．

近年は，活性酸素が多くの病気の発症メカニズ
ムに重要な役割を果たしていると考えられている．
活性酸素は，喫煙，飲酒はもちろん，食品，食品
添加物，過度の運動，ストレス，炎症，高温，医
薬品，紫外線，放射線などにより私たちの体の中
に発生し，ビタミンCやカテキンなどの抗酸化物
質によりその一部が除去される．この活性酸素が，
1 日に 1 細胞あたり 1 万～100万か所に起こるDNA
損傷の主な原因となっている12）．このDNA損傷の
ほとんどは，酵素により修復されるが，一定の割
合で修復にエラーが起こり，それにより細胞死を
起こしたり，DNAに傷が残った状態で生き残る．
前者は糖尿病や動脈硬化性疾患など，後者は癌や
遺伝性疾患の発生に関わる．

生活習慣病のこのような発症メカニズムから，
その予防のための健康教育において食事，身体活
動，ストレスなどに焦点が当てられる．食事に関
しては，現在，栄養素や食品の摂取量の評価が手
軽なためによく用いられるが，今後は，吸収や排泄，
そしてさらには孤食や腸内細菌の影響なども加味
した検討が求められる．また，ライフステージご
とに推奨される身体活動量と摂取すべきたんぱく
質，脂肪，炭水化物の比率（PFCバランス）につ
いても，まだまだ科学的根拠が乏しい状態で，今
後のさらなる研究が必要であろう．

5 ．青少年期・幼少期の教育の重要性

生活習慣病の予防対策として，日常生活習慣の
改善を呼びかけることが重要であることは言うま
でもない．そのために，我が国では2008年から，
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40歳から74歳までの人々を対象に，生活習慣病の
前段階のメタボリックシンドロームに着目した特
定健診（いわゆるメタボ健診）と，特定健診の結
果に基づき高リスク者に対して保健師，管理栄養
士などによる特定保健指導が行われている．我々
の約 6 万人の問診を含む健康診断データを 6 年間
にわたり観察し分析した結果からは，メタボリッ
クシンドロームは確かに40歳以上に発症すること
が多いが，その予防はむしろ20歳代30歳代から始
めるべきであることが示された13）.

一方，近年，さらに時期をさかのぼった小児期に
おける肥満が，その後の成人期における肥満や生活
習慣病に関連すること，さらには死亡の予測因子に
なることについては数多くの報告がある14-16）．また，
低出生体重で生まれた子は将来の肥満や生活習慣
病のリスクが高いという疫学調査結果や，第二次
世界大戦中のオランダや1960年頃の飢饉時の中国
で育った子ども達には，成人になった後の糖尿病
や精神疾患の罹患率が高いことから，胎児期の低
栄養状態が将来の生活習慣病のリスク要因となる
ことが推察されている17，18）．このれは，DOHaD

（Developmental�Origins�of�Health�and�Disease：健
康・疾病の胎児期・幼少期起源）仮説と呼ばれる
が，上述の多因子疾患のモデル（図 1 ）に照らせば，
遺伝要因の上に蓄積する環境要因や生活習慣の影
響は，胎児期，すなわち母親の妊娠中から始まっ
ていることはむしろ当然である．すなわち，「健康
はお母さんのお腹の中にいるときから始まってい
る」ことになる．

以上のことから考えて，従来ほとんどが中年期
以降に行われていた健康教育を，今後は青少年期
や幼少期に行っていくことが重要となるだろう．
青少年や幼児・学童を対象にした健康教育は，大
人では地域や職場が主であったその舞台を，学校
や幼稚園・保育園に移して行うことになる．その
ために，医療に関わる者と，教育保育に関わる者
との良い連携が非常に重要である（図 2 ）．

私たちは子どもの頃，知らず知らずに「早寝早
起き」「好き嫌いをせず，腹八分目に規則正しく食
べる」「よく噛んでゆっくり食べる」「食事の後に
は歯を磨く」「身体を動かして友達と遊ぶ」「外か
ら帰ったら手洗いとうがいをする」「気持ちよく挨

図２ 教育‐医療連携で実現する「ライフコースとリプロダクションを切れ目なく繋ぐ」健康づくり
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拶をする」「自分がされて嫌なことを人にしない」
「毎日お風呂に入る」などの，基本的な生活習慣や
人との関わり方を学ぶ．おそらくこれは人生にお
いて最初の，そして最も基本的な健康教育である．
この健康教育が人生にいかに重要な意味を持つの
かについてはまったく議論の余地がないであろう．
この時期に身につけた生活習慣や生き方は，子ど
もが自分自身で変えることは難しく，人生の長い
時間にわたり，後の生活習慣病や様々な病気のリ
スクとしてその影響が蓄積されていく．また，子
どもの頃に身につけた基本的な安全衛生は，後の
保健体育・狭義の健康教育の基礎になる．すなわち，
自分と他人を大事にする生き方は，後の性教育の
基礎，人生の基礎に，基本的な社会性は，後の学
校生活，社会生活，教育の基礎になる．したがって，
この時期にきちんとした健康教育を受けているか
どうかが，人生全体の健康を左右するといっても
過言ではない．

６ ．社会「医学」を超えた「公衆衛生」の重要性

特に医療系の人間が疾病予防の立場から，健康

教育という視点で時間をさかのぼっていくときに
は，しばしば「病気の予防～健康～生活」という
順序で考えてしまいがちである．しかし，実際は「ま
ず日常生活があり，その中に健康があり，そして
病気の予防はその上にはじめて成り立つ」もので
ある．人々が医療関係者に見せる姿は「氷山の一角」
にすぎないのである（図 3 ）．健康教育を行う者は，
常にこのことを意識する必要がある．換言すれば，
子どもに対して行う必要があるのは，健康教育の
みならず，健康に生活するために必要な「社会生
活全般の教育」といえるだろう．

教育は医療行為のように「身体への侵襲」が目
に見えないことが多いが，感受性の高い子ども達
への教育は，時期を逃したり，やり方を間違える
と，それを修復させるためにはとても長い時間が
かかることから，保育士・幼稚園教諭，小学校教
諭などの専門職がとても気を遣っている部分であ
る．したがって，特に子ども達への健康教育を実
践する場合には，乳幼児教育・教育についての研鑽，
もしくはこれらの専門職との連携が非常に重要と
なる．

一方，実際に子どもが日常生活をともにして，
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最も強い影響を受けるのは親であり，本来，子ど
もが健康に生活するために必要な，社会生活全般
についての多岐にわたる「教育」を施すのは親の
務めである．子どもが身につける生活習慣，生活
環境，周囲からのソーシャル・サポートなどは，
子どもが自分自身の意思で選んだり，コントロー
ルすることができない（図 1 ）．したがって，子ど
もの将来の健康を守るためには，親あるいは親世
代への「教育」が圧倒的に重要である．親になる
以前の妊娠前，さらには結婚前の思春期のうちか
ら，子どもに伝えるべき正しい生活習慣はもちろ
ん，正しい生活環境を整えるように努力すること，
また，健康教育や性教育を含んだ，健康に生活す
るために必要な社会生活全般を「教育」すること
が望まれる．

子どもの成育環境を破壊する最悪の要因として
児童虐待が挙げられる．近年は，児童虐待の児童相
談所での相談対応件数が増加の一途をたどり，2017
度は13万件を超える．また，2016度に心中以外の
虐待死事例で死亡した子どもの年齢は， 0 歳が32
人（65. 3 ％）と最も多く，うち月齢 0 か月が16人

（50. 0 ％）であった19）．虐待予防の観点から，虐待
の危険性のある特定妊婦を妊娠期から産褥期まで継
続的に支援を行うことが重要と言われている．

近年は，その多くが経済的困窮を抱える「望ま
ない妊娠」である，10代前半の妊娠が増加してい
る20）．「望まない妊娠」は，母親本人の妊娠や子育
てに対する不安が大きく，夫からの思いやりに乏
しい，家族の反応がよくないなどのネガティブな
要因も関係して，子どもへの母性意識・愛着形成
がよくないことが明らかになっている．また，10
代前半の妊娠の約半数は，自らが「ネグレクト」
を受けて育っていることも報告され21，22），一方で，

「望まない妊娠」であったにもかかわらず，出産後
の育児を通じて，子どもへの強い愛着が形成され
た事例があることから，子どもに対する母親の態
度は変化し得るものであるとも考えられている19）．

10代の妊婦には，貧困や暴力や虐待がある劣悪
な成育環境の中で，妊娠リスクの高い性行動に自
らの「居場所」を求めた者も少なからず存在する．

幼少時から親や社会に否定され続けた結果，小中
学校時代には身体表現性障害や自傷，いじめ，不
登校などの兆候が表れている20）．実際に，保育士，
教師が虐待の第一発見者なる事例は多く，虐待の
連鎖を断ち切るためにも，家庭はもちろんのこと，
子ども達が一日の大半を過ごす保育や教育の現場
に，心の通った温かい「居場所」を作る 1 次予防と，
子ども達の様子をよく観察し，虐待の兆候を早期
に発見して通告などの対応を行う 2 次予防の両方
が非常に重要と考えられる．

７ ．「温かい心」を育む １ 次予防を

健康のためにはいつも心の通った温かい「居場
所」が必要であり，そのためには親子が温かい心
を持てるような公衆衛生の実践が必要である．現
在，医療の場面において行われている心に寄り添
う取り組みを見てみると，それらは心理の専門職
が担当するものも含めて，ほとんどが 3 次予防で
ある．しかし， 1 次予防としての「心の通った日
常生活の実践」と，その基礎となる「心の教育」
こそ，今後の大きな課題と考えられる．
「子どもとその親あるいは親世代への『教育』」は，

次世代の健康と幸せを守るために，社会全体で考
えて取り組むべき喫緊の課題の一つである．その
ために，今こそ公衆衛生の旗の下に，様々な分野
の実践者・研究者が，前を向いて集結し，連携・
協働をしていく必要があるだろう．
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